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令和８年度第１回広島市廃棄物減量化・資源化等推進審議会 議事要旨 

 

１ 日時 

  令和８年７月２８日（火） 午前９時３０分～午前１０時３０分 

 

２ 場所 

  広島市役所本庁舎１４階第７会議室 

 

３ 出席者 

⑴ 委員 

﨑田 省吾（会長）、福井 国博（副会長）、伊藤 優、小川 嘉彦、喜多川 進、古森 公人、

鉄村 忠基、西村 千賀子、原田 佳子、（以上９名） 

 ⑵ 事務局（市） 

環境局長、環境局次長、環境施設部長、埋立地管理担当部長、業務部長、環境政策課長、施設調

整担当課長、施設整備担当課長、埋立地管理担当課長、業務第一課長、業務第一課指導担当課長補

佐 

 

４ 次第 

 ⑴ 開会 

 ⑵ 委員の紹介 

 ⑶ 会長・副会長の選任 

 ⑷ 部会委員の指名 

 ⑸ 議事 

   報告１ 広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の目標達成状況等について 

   報告２ 広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づく施策の令和７年度実施状況等につい

て 

 ⑶閉会 

 

５ 公開・非公開の別 

  公開 

 

６ 傍聴人の人数 

  0名 

 

７ 会議資料 

〈会議関係〉 

○ 令和８年度第１回広島市廃棄物減量化・資源化等推進審議会 配席表 

○ 広島市廃棄物減量化・資源化等推進審議会 委員名簿 

〈議事関係〉 

○ 資料１ 広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の目標達成状況等について 

○ 資料２ 広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づく施策の令和７年度実施状況等につい

て 
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８ 議事要旨 

発言者 発言要旨 

﨑田会長 ・ 本日の議事は報告が２件である。事務局から説明をお願いする。 

環境政策課長 【報告２件について説明】 

﨑田会長 ・ 報告の説明について、御意見、御質問等があれば承りたい。 

原田委員 ・ 事業系・家庭系とも食品ロスは減少傾向にある一方、フードバンクへの提供量

は全国的に減少している。AIや ICTの活用による在庫管理の高度化により、大手

事業者では食品ロスの発生が抑制されていると考えられる。現在発生している食

品ロスの多くは、中小・零細企業のメーカー等から生じているのではないかと推

察され、食品ロス削減計画の策定に当たっては、業種や事業規模ごとの実態を分

析し、効果的な対策を検討する必要がある。 

環境政策課長 ・ フードバンクへの寄附量の減少は認識している。計画策定に当たっては、社

会情勢や事業者を取り巻く環境変化等を踏まえ、ご意見については今後の施策

の参考とする。 

伊藤委員 ・ 「ごみ減量・リサイクルブック」は小学校４年生を対象として配付している

が、他学年でも活用できる内容であり、追加配布の可否や方法を確認したい。

また、広島市より一人当たりごみ排出量が少ない川崎市の取組について伺いた

い。 

環境政策課長 ・ 「ごみ減量・リサイクルブック」は他学年での活用希望があれば環境政策課に

て可能な範囲で対応する。また、政令市の一人当たりごみ排出量については、自

治体ごとに統計手法等が異なるため、単純比較は難しい。 

業務第一課長 ・ 川崎市では、廃棄物減量指導員による直接指導や小学校での出前ごみスクール

を実施しているほか、民間企業と連携したプラスチック循環プロジェクトなどに

取り組んでおり、これらの取組により効果が出ていると推察される。 

伊藤委員 ・ 教材に関し、教師が知らなければ授業で使えないため、周知がいきわたるとよ

い。 

・ 他都市の工夫については、広島市でも取り入れるとよい。 

福井委員 ・ 一人当たりごみ排出量の目標設定に将来的な人口減少を加味しているか確認し

たい。また、家庭ごみ組成調査における「資源化できる紙類」と「資源化できな

い紙類」の違いと、紙類のリサイクル促進による再資源化率向上の見通しについ

て伺いたい。 

環境政策課長 ・ 一人当たりごみ排出量の目標設定には将来的な人口減少を加味している。また、

資源化できない紙類は汚れた紙やレシート等であり、資源化できる紙類は本来資

源ごみとして排出可能な紙類である。資源化可能な紙類の分別徹底により再資源

化率の向上が期待できるが、他の取組も併せて資源化率の向上を図る。 

西村委員 ・ 周知や利用促進に関する取組については、市民の意識啓発のため継続的・定期

的に実施することが重要である。 

環境政策課長 ・ 今後の事業実施の参考とする。 

﨑田会長 ・ いろいろな施策を実施しているので、積極的に周知をお願いしたい。 

原田委員 ・ スポーツチームや著名人等と連携した広報を実施することで、食品ロス削減に

対する市民の意識向上につながると考えるがどうか。 

環境政策課長 ・ 今後の事業の参考とする。なお、現在もマスコットキャラクターの活用やテレ

ビ局、スポーツチームとの連携による啓発活動を実施している。 

﨑田会長 ・ 他に質問はないか。ないようであれば、本日の議事は終了する。 

 


